
 

平成３１年度の国保財政の見通し等について 

 

■平成３１年度当初予算（案） 

Ｈ３０当初予算 １，８３８億円 (1,838億 1,495万 1,000円) 

Ｈ３１当初予算（案） １，８３７億円 (1,836億 8,567万 9,000円) 

差   額 ( ▲1 億 2,927 万 2,000 円) 

○平成３１年度当初予算（案）は平成３０年度予算からほぼ横ばい 

■被保険者数等の推計 

各  項  目 平成 30年度 平成 31年度 増 減 増減率 

被保険者数 457,904人 438,074人 ▲19,830人 ▲4.33％ 

１人当たり診療費伸び率 103.19％ 103.54％ +0.35％ +0.34％ 

１人当たり診療費 374,396円 389,200円 +14,804円 +4.00％ 

診療費総額 1,714億円 1,705億円 ▲9億円 ▲0.53％ 

１人当たり保険給付費伸び率 102.91％ 103.69％ +0.78％ +0.76％ 

１人当たり保険給付費 312,921円 328,346円 +15,425円 +4.93％ 

保険給付費総額 1,433億円 1,438億円 +5億円 +0.35％ 

○被保険者数は減少傾向 

○一方、１人当たり保険給付費は増加傾向 

【歳  入】 

市町村納付金 

 

H30 ５７６億円（31.4％） 

 H31 ６０５億円（32.9％） 

差  ＋２９億円(+1.47％) 

公費（国庫支出金・県繰

入金） 

H30 ５９５億円（32.3％） 

H31 ５９７億円（32.5％） 

差   ＋２億円(+0.22％) 

社会保険診療報酬支払基

金等からの交付金 

H30 ６６７億円（36.3％） 

H31 ６３５億円（34.6％） 

差 ▲３２億円(▲1.74％) 

0%                                  100% 

○納付金の総額は前年度と比較し約２９億円増加（約５７６億円→約６０５億円） 

・主な増加要因：前期高齢者交付金（歳入） ▲２６億円 

   ・１人当たり納付金額（県計）：１３８，０５０円（伸び率：９．６８％） 

○市町村の被保険者１人当たりの納付金額が平成２８年度に比べ医療給付費の

自然増を含めた一定割合を上回ることのないよう、激変緩和措置を実施 

   ・激変緩和所要額：約 6億 8,900万円 

・激変緩和対象団体：１８ 

・激変緩和用基金の取崩額：1億 2,600万円（取崩後残高 3億 5,913万円） 

 

【歳  出】 

保険給付費 

H30 １，４５２億円（79.0％） 

H31 １，４５１億円（78.9％） 

差    ▲１億円(▲0.14％) 

基金への納付金 

H30 ３４５億円 

     （18.8％） 

H31 ３４５億円 

 

0%                                 100% 

資料３ 

その他 ４１億円（2.3％） 


